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学　　校　　名 学　部 ･ 学　科　名　等
入学定員

⒜
入学者数

⒝
　⒝　
⒜

収容定員

⒞
現　　員

⒟
　⒟　
⒞

鶴　　見　　大　　学 大　学　院

文学研究科　日本文学専攻･博士課程前期

� ･博士課程後期

� 英米文学専攻･博士課程前期

� ･博士課程後期

� 文化財学専攻･博士課程前期

� ･博士課程後期
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人

12

9

12

9

8

6

人

9

2

2

2

7

6

0.75

0.22

0.17

0.22

0.88

1.00

文学研究科　　　　　　　　小計 24 9 0.38 56 28 0.50

歯学研究科　歯学専攻　　・博士課程 18 14 0.78 72 64 0.89

大　　学　　院　　　　　　　　計 42 23 0.55 128 92 0.72

文学部

　日本文学科

　英語英米文学科

　文化財学科

　ドキュメンテーション学科

90

90

60

60

92

87

63

64

1.02

0.97

1.05

1.07

360

360

240

240

404

356

271

270

1.12

0.99

1.13

1.13

文学部　　　　　　　　　　小計 300 306 1.02 1,200 1,301 1.08

歯学部

　歯　学　科 120 117 0.98 840 742 0.88

大　　　　学　　　　　　　　計 420 423 1.01 2,040 2,043 1.00

鶴見大学短期大学部
　保　育　科

　歯科衛生科

200

150

222

158

1.11

1.05

400

450

456

488

1.14

1.08

短�期�大�学�部　　　　　　　　計 350 380 1.09 850 944 1.11

　専攻科　保育専攻
　　　　　福祉専攻

20

40

8

12

0.40

0.30

20

40

8

12

0.40

0.30

専　　攻　　科　　　　　　　　計 60 20 0.33 60 20 0.33

鶴見大学附属高等学校 全　日　制　普　通　科 180 167 0.93 540 506 0.94

鶴見大学附属中学校 180 104 0.58 540 351 0.65

鶴見大学短期大学部
附属三松幼稚園 ― ― ― 280 274 0.98

　合　　　計 1,232 1,117 0.91 4,438 4,230 0.95

平成26年度　事業実績及び決算について
学校法人総持学園

　本学園の平成26年度事業実績及び決算については、去る５月2５日開催の理事会並びに評議員会において
承認されました。その概要は、次のとおりです。

（平成26年５月１日現在）

◎平成26年度事業実績
Ⅰ．法人の概要
１．設置する学校･学部･学科･入学定員･学生数等

注）　歯学部歯学科の入学定員（a）は、平成24年４月から160人を120人に変更した。
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（平成２6年５月１日現在）

注１）学長・校長・園長欄の（　）は兼務者
注２）学生寮は平成25年度より外部委託のため職員数は０人

２．教職員数

大　　　　　学
短大部 病院 幼稚園 学生寮 計

高　　中　　校
合　計

文学部 歯学部 計 高等学校 中学校 計

専
　
　
任
　
　
教
　
　
員

学長・校長・園長 1 1 （1） 1 2（1） 1� （1） 1（1） 3（2）

教　　授 21 28 49 14 63 63

准　教　授 15 19 34 11 1 46 46

講　　師 5 42 47 6 4 57 57

助　　教 57 57 4 61 61

助　　手 30 30 11 41 41

教　　諭 10 10 26 19 45 55

計 42 176 218 42 9 11 0 280 27 19 46 326

専　任　職　員 50 63 113 19 97 � 229 6 2 8 237

専任教職員合計 92 239 331 61 106 11 0 509 33 21 54 563

兼 務 教 員 116 150 266 75 19 360 19 12 31 391

臨床研修歯科医 69 69 69

合 計 208 389 597 136 194 11 0 938 52 33 85 1,023

３．役　　員

理事　定数　　　　11～16人　　　　　現員　　　　15人　　　　
　【寄附行為　選任条項】　　　第6条　第1項　　　　　　　　
　　　　　第1号　①貫首・副貫首　　　　　　　　　2人　　　　　　　
　　　　　第2号　②学長・校長　　　　　　　　　　2人　　　　　　　
　　　　　第3号　③評議員から　　　　　　　　　1～2人　　　　　　　
　　　　　第4号　④教職員から　　　　　　　　　2～4人　　　　　　　
　　　　　第5号　⑤監院・後堂及び副監院から　　2～3人　　　　　　　
　　　　　第6号　⑥学識経験者から　　　　　　　2～3人

監事　定数　　　　　　　2人　　　　　現員　　　　　2人
　【寄附行為　選任条項】　　　第7条　第1項

tsurumi
長方形



平成27年（2015）７月１日発行（24）

Ⅱ．平成26年度　事業実績の概要　
平成26年度重点目標事業の実績
大学・短大部
１．総持学園創立90周年記念事業の執行（含中学・高校、幼稚園）
①建学の精神の宣揚
②大学・短大部、中学・高校、幼稚園の「教育目標宣言」の設定と公表
③新規奨学制度「総持学園中根環堂奨学生」の設置
④運動施設総合整備事業
　・獅子ヶ谷グラウンド室内練習場設置【154,７88千円】　
　・師岡グラウンド整備【2,２01千円】
　・荒立運動場整備【1,0７8千円】
⑤記念式典・祝賀会
　・記念式典　平成２6年11月15日（土）10：３0～　中学・高校記念講堂
　・祝賀会　　平成２6年11月15日（土）1２：00～　中学・高校体育館
⑥創立90周年記念誌の刊行　
　「創立90周年記念　感謝を忘れず真人となる」（A４版140頁冊子）
⑦記念行事
　・大学・短大部　ドキュメンテーション学科設立10周年記念講演会・
　　　　　　　　　祝賀会
　・附置研究所　仏教文化研究所「設立２0周年記念シンポジウム」
　　　　　　　　　源氏物語研究所「源氏物語の小さな講座」���
　　　　　　　　　�先制医療研究センター「終末期医療を支援する臨床

宗教師の育成事業」
　・中学・高校　�ホームカミングデー（記念コンサート・懇親会）、

記念講演会、中根環堂先生・三澤智雄先生回顧展
　・幼 稚 園　�横浜DeNAベイスターズふれあい企画、親子観劇会、

子育て講演会
２．学生の安定的確保
①学生募集の重要イベント「オープンキャンパス」の更なる充実
　�５月～９月、３月に計７回開催、参加者4,890人（内、保護者1,411人）
②「高校内ガイダンス」等を活用した受験生との接触機会の充実
　指定校を中心に２85校を訪問、199校の高校内ガイダンスに参加
③交通広告・新ロゴマークを活用した本学ブランドの社会認知度向上
　�受験雑誌やWebへの広告掲出、横浜駅にデジタルサイネージ広告と
ポスター広告の同時掲出、全学科の紹介映像をHPに追加

④地区入試など多様な入試制度の実施
　文学部に「スポーツ推薦入試制度」を導入、全国５会場で地区入試実施
３．教学マネジメント改革プロジェクトの推進
①学務システムの刷新〔教学マネジメント改革プロジェクト〕【1３8,７43千円】
②授業出席管理システムの導入【4,000千円】
③電子図書館的機能の促進とICT活用による学術情報サービスの向上
④学長裁量経費の拡充（採択数２0件、金額1２,5２2千円）
４．学園の施設設備総合整備事業の計画的実施
①５号館ICT整備等改修工事【７9,606千円】
②３号館屋上防水等改修工事【89,1７4千円】
③附属病院１階空調機器改修工事【３9,6３6千円】
④エンターテインメント･インダストリー･マガジン･アーカイブ【4,800千円】
⑤バーチャル咬合器によるCAD/CAM補綴装置製作システム一式【1３,448千円】
⑥地域防災充実に資する歯科診療情報の管理・運営システム【1２,699千円】
⑦歌唱による口腔ならびに全身の生体機能解析設備一式【２9,３84千円】
⑧種々のヒト間葉系組織中Muse細胞分離機能解析システム一式【２７,000千円】
５．地域連携・国際交流の推進
①横浜市等地域社会、他大学との連携強化
②相模原市立市民・大学交流センター「大学情報コーナー」への出展
③鶴見区および豊岡商店街協同組合との地域交流協定に基づく活動
④産官学連携、高大連携事業の推進
⑤生涯学習セミナー等公開講座の拡充と管理システム構築【10,２43千円】
⑥司書・司書補講習60周年記念事業の執行
⑦国際交流の促進（留学、学生・教員等交流、UNHCR・JICA等への協力）
６．キャリア支援
①キャリアガイダンス・就職ガイダンス活用による就職意識・希望率の向上
②就職ピアサポーター（就職内定者）、卒業生による相談体制の充実
③合同企業説明会等就職支援行事への学生参加率向上
④キャリア教育（インターンシップ制度、キャリアスキル演習等）の充実
７．学生サポート
①学生支援の一元化、ピアサポート等相談体制の強化
②「歯学部基礎教育センター」の教育内容の充実と入学前教育の実施
③「歯学部教育センター」の設立

④新規奨学制度の設置
　中根環堂初代中高校長・初代学長の名を冠した奨学制度の設置
８．危機管理
①横浜市との防災協力協定　
②災害対策備蓄用品・非常食等の整備
③安否確認システムの導入
④学生の安全確保、防災マニュアル等による防災教育の徹底
９．事務組織体制の強化・拡充
①�入試キャリアセンター事務部を入試課・キャリア支援課の２課制とし
強化

②生涯学習事務室を地域連携推進課として再編
③財務システム更新による業務の効率化推進
④人事給与システム更新による業務の効率化推進
10．附属病院
　地域歯科医師会及び地域医療機関と連携し、安全かつ高度な医療を提
供
11．鶴見大学教育振興支援寄附金募集状況　２３4件、6,３２8千円
中学・高校
１．生徒募集
①多様な入試制度
②中学入試手続き締切日を公立中高一貫校入試の発表日に設定
③高校入試受入基準値の見直し
④平成２5年度高校卒業生の大学進学実績をもとにした広報活動
⑤校内外の入試説明会、体験学習、模擬入試等の募集活動の充実
⑥主要塾との連携強化、外部フェアへの参加
⑦中学校訪問の重点地区拡大と公立中学校PTAの学校見学会への協力
⑧�ホームカミングデイを同窓会と共催、イベント等を企画した募集活動
を実施

⑨曹洞宗宗門関係等と連携した広報・募集活動の開拓
⑩学校PRにつながる、大手進学塾主催の模擬試験会場の校舎貸出
２．教育・厚生
①教育方針の実践（禅の教えによる心の教育、国際交流の推進等）
②教育改革（３ステージ制による教育連携の充実と学習効果の向上）
③進路実績の向上
④ボランティア活動の実践
⑤高等学校仏教専修科の充実
⑥奨学・褒賞制度の充実
⑦生徒指導システムの充実
⑧自己研鑽・自己評価等の推進
３．施設・設備
①記念講堂映像設備遠隔操作改修工事【3,080千円】
②グラウンド散水栓工事【2,890千円】
③事務室印刷機の更新【3,690千円】
４．危機管理
①大規模地震対応マニュアルに沿った防災体制の強化
②�年２回（６・９月）の防災訓練、年１回（11月）の緊急地震放送訓練
の実施

③生徒安全登校システムを活用した緊急連絡体制の充実
④横浜市補充的避難場所として体育館を提供する協定を締結
５．教育支援寄附金募集状況　168件　2,901千円
幼稚園
１．園児募集
①地域に根ざした募集活動の展開
②地域情報の収集と行事や保護者活動を通して積極的な広報活動を計画
２．教育
①三松幼稚園創立60周年（平成２７年）記念事業の準備
②短大保育科・歯科衛生科との連携強化
③仏教保育の特色を生かした教育内容の充実　　
④地域の小学校や保護者との連携強化、講演会等の開催
⑤統合保育（特別支援教育）への積極的な取組みと研修
３．施設・設備（園児の安全対策・環境整備）
①各保育室の机及び椅子の木質化【2,498千円】
②ホールクライミング設置工事【2,447千円】
４．危機管理
①危機管理マニュアルに沿った防災体制の構築
②月１回の避難訓練・年１回の防災訓練（全保護者による引取り訓練）
③鶴見消防署指導の避難訓練、教職員の初期消火訓練を実施
④AED等防災機器の安全点検の実施
⑤防災備蓄用品（園児用および職員用非常食品等）の整備
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Ⅲ．財務の概要
１．平成22～26年度　決算資金収支推移表

(単位：千円)
平　成　22　年　度 平　成　2３　年　度 平　成　24　年　度

決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率
学生生徒等納付金収入 ７,195,３44 ２３.1% 100.0% ７,008,489 ２1.5% 9７.4% 6,855,6２6 1７.4% 95.３%
手 数 料 収 入 ７２,７6２ 0.２% 100.0% ７0,600 0.２% 9７.0% ７1,688 0.２% 98.5%
寄 付 金 収 入 41,148 0.1% 100.0% ７5,７56 0.２% 184.1% 6３,148 0.２% 15３.5%
補 助 金 収 入 1,19７,７81 ３.9% 100.0% 1,７41,89３ 5.4% 145.4% 1,6２6,589 4.1% 1３5.8%
資 産 運 用 収 入 668,698 ２.２% 100.0% 688,988 ２.1% 10３.0% 811,２01 ２.0% 1２1.３%
資 産 売 却 収 入 0 0.0% 100.0% 40,000 0.1% ―　 4,800,000 1２.２% ―　
事 業 収 入 1,996,815 6.4% 100.0% ２,165,8２9 6.７% 108.5% ２,1３７,156 5.4% 10７.0%
雑 収 入 458,２59 1.5% 100.0% 44７,66２ 1.4% 9７.７% 5３4,8７5 1.３% 116.７%
借 入 金 等 収 入 0 0.0% 100.0% 0 0.0% ―　 0 0.0% ―　
前 受 金 収 入 1,804,２45 5.8% 100.0% 1,７16,３７9 5.３% 95.1% 1,７２２,58２ 4.4% 95.5%
そ の 他 の 収 入 1,00３,849 ３.２% 100.0% 1,18３,18２ ３.6% 11７.9% ２,0２７,481 5.1% ２0２.0%
資 金 収 入 調 整 勘 定 △�２,4３4,３２9 △�７.8% 100.0% △�２,996,1３5 △�9.２% 1２３.1% △�２,885,７48 △�７.３% 118.5%
当 年 度 収 入 合 計 12,004,572 ３8.6% 100.0% 12,142,64３ ３7.３% 101.2% 17,764,598 45.0% 148.0%
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 19,106,591 61.4% 100.0% 20,427,481 62.7% 106.9% 21,696,675 55.0% 11３.6%
収 入 の 部 合 計 ３1,111,16３ 100.0% 100.0% ３2,570,124 100.0% 104.7% ３9,461,27３ 100.0% 126.8%

人 件 費 支 出 6,84７,16３ ２２.0% 100.0% 6,6７9,３69 ２0.5% 9７.5% 6,596,514 16.７% 96.３%
教 育 研 究 経 費 支 出 ２,1２1,988 6.8% 100.0% 1,944,6２３ 6.0% 91.6% ２,600,３７9 6.6% 1２２.5%
管 理 経 費 支 出 591,２16 1.9% 100.0% 5３5,0３6 1.6% 90.5% 558,44７ 1.4% 94.5%
借 入 金 等 利 息 支 出 16,７6２ 0.1% 100.0% 14,３２4 0.0% 85.5% 1２,699 0.0% ７5.8%
借 入 金 等 返 済 支 出 ３49,9７２ 1.1% 100.0% ３49,9７２ 1.1% 100.0% ３49,9７２ 0.9% 100.0%
施 設 関 係 支 出 141,145 0.5% 100.0% ３３9,981 1.0% ２40.9% 6２７,060 1.6% 444.３%
設 備 関 係 支 出 ２0２,60２ 0.6% 100.0% 5７２,２80 1.8% ２8２.5% ３３２,810 0.9% 164.３%
資 産 運 用 支 出 51３,410 1.6% 100.0% 489,２２0 1.5% 95.３% 1,98７,２49 5.0% ３8７.1%
そ の 他 の 支 出 ３4３,1７７ 1.1% 100.0% 506,７44 1.6% 14７.７% 6２３,9２5 1.6% 181.8%
［ 予　 備　 費 ］
資 金 支 出 調 整 勘 定 △�44３,７5３ △�1.4% 100.0% △�558,100 △�1.７% 1２5.8% △�55７,9２5 △�1.4% 1２5.７%
当 年 度 支 出 合 計 10,68３,682 ３4.３% 100.0% 10,87３,449 ３３.4% 101.8% 1３,1３1,1３0 ３３.３% 122.9%
次 年 度 繰 越 支 払 資 金 20,427,481 65.7% 100.0% 21,696,675 66.6% 106.2% 26,３３0,14３ 66.7% 128.9%
支 出 の 部 合 計 ３1,111,16３ 100.0% 100.0% ３2,570,124 100.0% 104.7% ３9,461,27３ 100.0% 126.8%

（単位：千円）
平　成　25　年　度 平　成　26　年　度

決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率
学生生徒等納付金収入 6,811,416 15.4% 94.７% 6,７06,２8２ 14.２% 9３.２%
手 数 料 収 入 ７4,6３9 0.２% 10２.6% 8７,54３ 0.２% 1２0.３%
寄 付 金 収 入 5７,161 0.1% 1３8.9% ７1,9２７ 0.２% 1７4.8%
補 助 金 収 入 1,9３9,７２0 4.4% 161.9% 1,２60,15３ ２.７% 105.２%
資 産 運 用 収 入 60７,３３0 1.4% 90.8% 60７,808 1.３% 90.9%
資 産 売 却 収 入 ３,0７７,1３1 ７.0% ―　 9,７48,７59 ２0.6% ―　
事 業 収 入 ２,095,680 4.７% 105.0% ２,096,686 4.4% 105.0%
雑 収 入 51３,３45 1.1% 11２.0% 409,6７0 0.9% 89.4%
借 入 金 等 収 入 0 0.0% ―　 0 0.0% ―　
前 受 金 収 入 1,48２,5２8 ３.4% 8２.２% 1,656,84２ ３.5% 91.8%
そ の 他 の 収 入 4,２３4,７01 9.6% 4２1.8% 8,915,815 18.8% 888.２%
資 金 収 入 調 整 勘 定 △�３,100,1３6 △�７.0% 1２７.4% △�２,105,844 △�4.5% 86.5%
当 年 度 収 入 合 計 17,79３,515 40.３% 148.2% 29,455,641 62.３% 245.4%
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 26,３３0,14３ 59.7% 1３7.8% 17,859,452 ３7.7% 9３.5%
収 入 の 部 合 計 44,12３,658 100.0% 141.8% 47,３15,09３ 100.0% 152.1%

人 件 費 支 出 6,３７4,541 14.4% 9３.1% 6,1２７,9３4 1３.0% 89.5%
教 育 研 究 経 費 支 出 ３,058,455 6.9% 144.1% ２,３0７,46３ 4.9% 108.７%
管 理 経 費 支 出 5７4,919 1.３% 9７.２% 6７6,２59 1.4% 114.4%
借 入 金 等 利 息 支 出 10,２７4 0.0% 61.３% 8,50７ 0.0% 50.8%
借 入 金 等 返 済 支 出 ３49,9７２ 0.8% 100.0% ３49,9７２ 0.７% 100.0%
施 設 関 係 支 出 1,551,41２ ３.5% 1,099.２% ３6３,0７5 0.8% ２5７.２%
設 備 関 係 支 出 ７01,6３1 1.７% ３46.３% ３6７,8３5 0.8% 181.6%
資 産 運 用 支 出 1３,5２6,３７8 ３0.７% ２,6３4.6% ２0,２6７,566 4２.8% ３,94７.6%
そ の 他 の 支 出 59７,046 1.4% 1７4.0% 51２,64２ 1.1% 149.4%
［ 予　 備　 費 ］
資 金 支 出 調 整 勘 定 △�480,4２２ △�1.1% 108.３% △�4３２,３７5 △�0.9% 9７.4%
当 年 度 支 出 合 計 26,264,206 59.6% 245.8% ３0,548,878 64.6% 285.9%
次 年 度 繰 越 支 払 資 金 17,859,452 40.4% 87.4% 16,766,215 ３5.4% 82.1%
支 出 の 部 合 計 44,12３,658 100.0% 141.8% 47,３15,09３ 100.0% 152.1%

tsurumi
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２．平成22～26年度　決算消費収支推移表
（単位：千円）

平　成　22　年　度 平　成　2３　年　度 平　成　24　年　度
決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率

学 生 生 徒 等 納 付 金 ７,195,３44 61.７% 100.0% ７,008,489 5７.３% 9７.4% 6,855,6２6 55.３% 95.３%
手 数 料 ７２,７61 0.6% 100.0% ７0,600 0.6% 9７.0% ７1,688 0.6% 98.5%
寄 付 金 ７4,２56 0.７% 100.0% 105,950 0.9% 14２.７% 98,10３ 0.8% 1３２.1%
補 助 金 1,19７,７81 10.３% 100.0% 1,７41,89３ 14.２% 145.4% 1,6２6,589 1３.1% 1３5.8%
資 産 運 用 収 入 668,698 5.７% 100.0% 688,988 5.6% 10３.0% 811,２01 6.5% 1２1.３%
資 産 売 却 差 額 0 0.0% 100.0% 0 0.0% ―　 ２７３,150 ２.２% ―　
事 業 収 入 1,996,815 1７.1% 100.0% ２,165,8２9 1７.７% 108.5% ２,1３７,156 1７.２% 10７.0%
雑 収 入 458,２99 ３.9% 100.0% 45３,15２ ３.７% 98.9% 5３4,8７5 4.３% 116.７%
帰 属 収 入 合 計 11,66３,954 100.0% 100.0% 12,2３4,901 100.0% 104.9% 12,408,３88 100.0% 106.4%
基 本 金 組 入 額 △ 461,445 △ 4.0% 100.0% △ 8３4,278 △ 6.8% 180.8% △ 777,３26 △ 6.３% 168.5%
消 費 収 入 の 部 合 計 11,202,509 96.0% 100.0% 11,400,62３ 9３.2% 101.8% 11,6３1,061 9３.7% 10３.8%

人 件 費 6,8２２,495 58.5% 100.0% 6,5２9,64２ 5３.4% 95.７% 6,45７,３45 5２.0% 94.6%
教 育 研 究 経 費 ３,40２,4３5 ２9.２% 100.0% ３,２0２,986 ２6.２% 94.1% ３,７08,0２３ ２9.9% 109.0%
管 理 経 費 ７７３,７14 6.6% 100.0% ７09,２51 5.8% 91.７% 68７,861 5.6% 88.9%
借 入 金 等 利 息 16,７61 0.1% 100.0% 14,３２4 0.1% 85.5% 1２,699 0.1% ７5.8%
資 産 処 分 差 額 ２２,945 0.２% 100.0% 4２,７89 0.３% 186.5% 65,6３8 0.5% ２86.1%
徴収不能引当金繰入額等 19,３50 0.２% 100.0% 9,916 0.1% 51.２% ２9,9７0 0.２% 154.9%
［ 予　 備　 費 ］

消 費 支 出 の 部 合 計 11,057,700 94.8% 100.0% 10,508,908 85.9% 95.0% 10,961,5３6 88.３% 99.1%

帰 属 収 支 差 額 606,254 5.2% 100.0% 1,725,99３ 14.1% 284.7% 1,446,852 11.7% 2３8.7%
消 費 収 支 差 額 144,809 1.2% 100.0% 891,715 7.３% 615.8% 669,525 5.4% 462.4%

翌年度繰越消費収支差額 2,192,204 18.8% 100.0% ３,08３,919 25.2% 140.7% ３,75３,444 ３0.2% 171.2%

（単位：千円）
平　成　25　年　度 平　成　26　年　度

決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率
学 生 生 徒 等 納 付 金 6,811,416 51.３% 94.７% 6,７06,２8２ 5７.0% 9３.２%
手 数 料 ７4,6３9 0.6% 10２.6% 8７,54３ 0.8% 1２0.３%
寄 付 金 89,７1３ 0.７% 1２0.8% 11３,5３9 1.0% 15２.9%
補 助 金 1,9３9,７２0 14.6% 161.9% 1,２60,15３ 10.７% 105.２%
資 産 運 用 収 入 60７,３３0 4.6% 90.8% 60７,808 5.２% 90.9%
資 産 売 却 差 額 1,1３4,681 8.5% ―　 445,004 ３.8% ―　
事 業 収 入 ２,095,681 15.8% 105.0% ２,096,686 1７.8% 105.0%
雑 収 入 51７,400 ３.9% 11２.9% 4３9,３90 ３.７% 95.9%
帰 属 収 入 合 計 1３,270,580 100.0% 11３.8% 11,756,405 100.0% 100.8%
基 本 金 組 入 額 △ 1,2３1,152 △ 9.３% 266.8% △ 714,426 △ 6.1% 154.8%
消 費 収 入 の 部 合 計 12,0３9,428 90.7% 107.5% 11,041,979 9３.9% 98.6%

人 件 費 6,２64,5７9 4７.２% 91.8% 6,110,484 5２.0% 89.6%
教 育 研 究 経 費 4,0７３,80３ ３0.７% 119.７% ３,３56,２9３ ２8.5% 98.6%
管 理 経 費 694,486 5.３% 89.8% ７88,３9３ 6.７% 101.9%
借 入 金 等 利 息 10,２７4 0.1% 61.３% 8,50７ 0.1% 50.8%
資 産 処 分 差 額 14７,３18 1.1% 64２.0% ３4,810 0.３% 151.７%
徴収不能引当金繰入額等 4,415 0.0% ２２.8% 890 0.0% 4.6%
［ 予　 備　 費 ］

消 費 支 出 の 部 合 計 11,194,875 84.4% 101.2% 10,299,３77 87.6% 9３.1%

帰 属 収 支 差 額 2,075,705 15.6% ３42.4% 1,457,028 12.4% 240.３%
消 費 収 支 差 額 844,55３ 6.4% 58３.2% 742,602 6.３% 512.8%

翌年度繰越消費収支差額 4,597,997 ３4.6% 209.7% 5,３40,599 45.4% 24３.6%

tsurumi
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３．平成22～26年度　決算貸借対照表推移表
（単位：千円）

平　成　22　年　度 平　成　2３　年　度 平　成　24　年　度

決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率

固 定 資 産 57,704,998 7３.３% 100.0% 57,08３,4３0 71.３% 98.9% 52,797,912 65.2% 91.5%

　 有 形 固 定 資 産 ３７,144,３66 4７.２% 100.0% ３6,606,２09 45.７% 98.6% ３6,２9７,041 44.8% 9７.７%

　　 そ の 他 の 固 定 資 産 ２0,560,6３２ ２6.1% 100.0% ２0,4７７,２２1 ２5.6% 99.6% 16,500,8７1 ２0.4% 80.３%

流 動 資 産 21,024,175 26.7% 100.0% 22,9３2,704 28.7% 109.1% 28,166,204 ３4.8% 1３4.0%

資 産 の 部 合 計 78,729,17３ 100.0% 100.0% 80,016,1３4 100.0% 101.6% 80,964,116 100.0% 102.8%

負 債 の 部 合 計 9,675,３82 12.３% 100.0% 9,2３6,３50 11.5% 95.5% 8,7３7,480 10.8% 90.３%

� 固 定 負 債 6,916,896 8.8% 100.0% 6,414,6２4 8.0% 9２.７% 5,9２1,8３３ ７.３% 85.6%

� 流 動 負 債 ２,７58,486 ３.5% 100.0% ２,8２1,７２6 ３.5% 10２.３% ２,815,64７ ３.5% 10２.1%

基 本 金 の 部 合 計 66,861,587 84.9% 100.0% 67,695,865 84.6% 101.2% 68,47３,191 84.6% 102.4%

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 2,192,204 2.8% 100.0% ３,08３,919 ３.9% 140.7% ３,75３,445 4.6% 171.2%

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部合計 78,729,17３ 100.0% 100.0% 80,016,1３4 100.0% 101.6% 80,964,116 100.0% 102.8%

（単位：千円）

平　成　25　年　度 平　成　26　年　度

決　算 構成比 趨勢率 決　算 構成比 趨勢率

固 定 資 産 62,519,07３ 76.0% 108.３% 66,021,646 79.1% 114.4%

　 有 形 固 定 資 産 ３７,２9７,8７9 45.３% 100.4% ３6,8７4,81２ 44.２% 99.３%

　　 そ の 他 の 固 定 資 産 ２5,２２1,194 ３0.７% 1２２.７% ２9,146,8３4 ３4.9% 141.8%

流 動 資 産 19,7３３,821 24.0% 9３.9% 17,4３5,３47 20.9% 82.9%

資 産 の 部 合 計 82,252,894 100.0% 104.5% 8３,456,99３ 100.0% 106.0%

負 債 の 部 合 計 7,950,554 9.7% 82.2% 7,697,625 9.2% 79.6%

� 固 定 負 債 5,46２,9２9 6.７% ７9.0% 5,145,３9３ 6.２% ７4.4%

� 流 動 負 債 ２,48７,6２5 ３.0% 90.２% ２,55２,２３２ ３.1% 9２.5%

基 本 金 の 部 合 計 69,704,３4３ 84.7% 104.３% 70,418,769 84.4% 105.３%

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 4,597,997 5.6% 209.7% 5,３40,599 6.4% 24３.6%

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部合計 82,252,894 100.0% 104.5% 8３,456,99３ 100.0% 106.0%

tsurumi
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◎平成26年度　決算の概要
学校法人総持学園

自　平成26年４月１日　　至　平成27年３月31日

（単位：円）
１．資金収支決算総括表

収 　 　 　 　 　 入 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 部

科　　　　目
予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　　　異

予　算　額 構成比% 決　算　額 構成比% 差　異　額 差異比%

１．学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 6,922,925,000 ２0.0 6,706,281,700 14.2 216,643,300 3.1

２．手 数 料 収 入 78,285,000 0.２ 87,543,400 0.2 △�9,258,400 △�11.8

３．寄 付 金 収 入 47,600,000 0.1 71,927,500 0.2 △�24,327,500 △�51.1

４．補 助 金 収 入
　　　国 � 庫 � 補 � 助 � 金 � 収 � 入
　　学 術 研 究 振 興 資 金 収 入
　　　地方公共団体補助金収入

1,097,916,000
778,195,000
400,000

319,321,000

３.２
２.３
0.0
0.9

1,２60,15２,600
940,90３,000

0
３19,２49,600

２.７
２.0
0.0
0.７

△　16２,２３6,600
△　16２,７08,000

400,000
７1,400

△　14.8
△　２0.9
100.0
0.0

５．資 産 運 用 収 入 555,256,000 1.6 607,807,900 1.3 △�52,551,900 △�9.5

６．資 産 売 却 収 入 0 0.0 9,748,759,572 20.6 △�9,748,759,572 ―　

７．事 業 収 入 2,210,903,000 6.4 2,096,686,134 4.4 114,216,866 5.2

８．雑 収 入 373,813,000 1.1 409,670,247 0.9 △�35,857,247 △�9.6

９．前 受 金 収 入 1,543,554,000 4.4 1,656,841,690 3.5 △�113,287,690 △�7.3

10．そ の 他 の 収 入 1,095,953,000 ３.２ 8,915,814,844 18.8 △�7,819,861,844 △�713.5

11．資 金 収 入 調 整 勘 定 △�2,119,408,000 △�6.1 △�2,105,844,106 △�4.5 △�13,563,894 0.6

当 年 度 収 入 合 計 11,806,797,000 ３4.1 29,455,641,481 62.３ △ 17,648,844,481 △ 149.5

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 22,820,875,000 65.9 17,859,451,822 ３7.7 4,961,42３,178 21.7

収 入 の 部 合 計 ３4,627,672,000 100.0 47,３15,09３,３0３ 100.0 △ 12,687,421,３0３ △ ３6.6

支 　 　 　 　 　 出 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 部

科　　　　目
予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　　　異

予　算　額 構成比% 決　算　額 構成比% 差　異　額 差異比%

１．人 件 費 支 出 6,565,365,000 18.9 6,127,933,493 13.0 437,431,507 6.7

２．教 育 研 究 経 費 支 出 2,518,048,000 7.3 2,307,463,132 4.9 210,584,868 8.4

３．管 理 経 費 支 出 792,870,000 2.3 676,259,179 1.4 116,610,821 14.7

４．借 入 金 等 利 息 支 出 13,611,000 0.0 8,507,238 0.0 5,103,762 37.5

５．借 入 金 等 返 済 支 出 349,972,000 1.0 349,972,000 0.7 0 0.0

６．施 設 関 係 支 出 347,834,000 1.0 363,075,305 0.8 △�15,241,305 △�4.4

７．設 備 関 係 支 出 425,312,000 1.2 367,835,079 0.8 57,476,921 13.5

８．資 産 運 用 支 出 789,200,000 2.3 20,267,565,325 42.8 △�19,478,365,325 △�2,468.1

９．そ の 他 の 支 出 548,555,000 1.6 512,642,258 1.1 35,912,742 6.5

10．予 備 費 （0）
64,300,000 0.2 64,300,000 ―　

11．資 金 支 出 調 整 勘 定 △�387,675,000 △�1.1 △�432,374,973 △�0.9 44,699,973 △�11.5

当 年 度 支 出 合 計 12,027,３92,000 ３4.7 ３0,548,878,0３6 64.6 △ 18,521,486,0３6 △ 154.0

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 22,600,280,000 65.３ 16,766,215,267 ３5.4 5,8３4,064,7３３ 25.8

支 出 の 部 合 計 ３4,627,672,000 100.0 47,３15,09３,３0３ 100.0 △ 12,687,421,３0３ △ ３6.6

資金収支計算書は、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入・支出の内容並びに支払資金の収支の顛末を明らかにするもの
である。
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（単位：円）
２．消費収支決算総括表

消 　 　 　 費 　 　 　 収 　 　 　 入 　 　 　 の 　 　 　 部

科　　　　目
予　　　　　　　　算 決　　　　　　　　算 差　　　　　　　異

予　算　額 帰属収
入比％ 決　算　額 帰属収

入比％ 差　異　額 差異比%

1．学 生 生 徒 等 納 付 金 6,9２２,9２5,000 61.4 6,７06,２81,７00 5７.0 ２16,64３,３00 ３.1

２．手 数 料 ７8,２85,000 0.７ 8７,54３,400 0.8 △�9,２58,400 △�11.8

３．寄 付 金 4７,600,000 0.4 11３,5３9,406 1.0 △�65,9３9,406 △�1３8.5

4．補 助 金
　　　国 � 庫 � 補 � 助 � 金
　　学術研究振興資金収入
　　　地 方 公 共 団 体 補 助 金

1,097,916,000
778,195,000
400,000

319,321,000

9.7
6.9
0.0
2.8

1,260,152,600
940,903,000

0
319,249,600

10.7
8.0
0.0
2.7

△�162,236,600
△�162,708,000

400,000
71,400

△�14.8
△�20.9
100.0
0.0

5．資 産 運 用 収 入 555,２56,000 4.9 60７,80７,900 5.２ △�5２,551,900 △�9.5

6．資 産 売 却 差 額 0 0.0 445,00３,49２ ３.8 △�445,00３,49２ ―　

７．事 業 収 入 ２,２10,90３,000 19.6 ２,096,686,1３4 1７.8 114,２16,866 5.２

8．雑 収 入 ３７３,81３,000 ３.３ 4３9,３90,２4７ ３.７ △�65,5７７,２4７ △�1７.5

帰 属 収 入 合 計 11,286,698,000 100.0 11,756,404,879 100.0 △ 469,706,879 △ 4.2

基 本 金 組 入 額 合 計 1,464,118,000 △ 1３.0 △ 714,425,778 △ 6.1 △ 749,692,222 51.2

消 費 収 入 の 部 合 計 9,822,580,000 87.0 11,041,979,101 9３.9 △ 1,219,３99,101 △ 12.4

消 　 　 　 費 　 　 　 支 　 　 　 出 　 　 　 の 　 　 　 部

科　　　　目
予　　　　　　　算 決　　　　　　　算 差　　　　　　　異

予　算　額 帰属収
入比％

消費支
出比％ 決　算　額 帰属収

入比％
消費支
出比％ 差　異　額 差異比%

1．人 件 費 6,７40,06７,000 59.７ 60.0 6,110,484,05３ 5２.0 59.３ 6２9,58２,94７ 9.３

２．教 育 研 究 経 費 ３,500,010,000 ３1.0 ３1.1 ３,３56,２9３,498 ２8.5 ３２.6 14３,７16,50２ 4.1

３．管 理 経 費 910,808,000 8.1 8.1 ７88,３9２,56２ 6.７ ７.７ 1２２,415,4３8 1３.4

4．借 入 金 等 利 息 1３,611,000 0.1 0.1 8,50７,２３8 0.1 0.1 5,10３,７6２ ３７.5

5．資 産 処 分 差 額 0 0.0 0.0 ３4,809,７２8 0.３ 0.３ △�３4,809,７２8 ―　

6．徴収不能引当金繰入額等 10,9２0,000 0.1 0.1 890,000 0.0 0.0 10,0３0,000 91.8

７．予 備 費 （0）
64,３00,000 0.6 0.6 64,３00,000 ―　

消 費 支 出 の 部 合 計 11,2３9,716,000 99.6 100.0 10,299,３77,079 87.6 100.0 940,３３8,921 8.4

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額 ―　 742,602,022

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額 1,417,1３6,000 ―　

前年度繰越消費収入超過額 2,909,6３5,000 4,597,996,997

翌年度繰越消費収入超過額 1,492,499,000 5,３40,599,019

消費収支計算書は、当該会計年度の消費収入（帰属収入―基本金組入額）と消費支出の内容及び均衡状態をみるためのものである。
注（1）寄 付 金 に は 、 現 物 寄 付 金　　　　　41,611,906円を含む。
注（２）人件費には､ 退職給与引当金繰入額　　　　　313,486,810円を含む。
注（３）教育研究経費には､ 減価償却額　　　　1,039,022,877円を含む。
注（4）管 理 経 費 に は ､ 減 価 償 却 額　　　　　112,955,481円を含む。

※31ページに円グラフを掲載
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資 産 の 部
科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

固 定 資 産 66,0２1,645,415 6２,519,0７２,8３5 ３,50２,5７２,580
　有 形 固 定 資 産 ３6,8７4,81２,1７4 ３７,２9７,8７8,5７6 △�4２３,066,40２
　　土 地 1３,46７,３8３,0７9 1３,46７,３8３,0７9 0
　　建 物 16,２0３,914,951 16,58７,３68,411 △�３8３,45３,460
　　構 築 物 666,608,068 680,669,３55 △�14,061,２8７
　　教 育 研 究 用 機 器 備 品 1,65３,5２4,058 1,７40,118,94７ △�86,594,889
　　そ の 他 の 機 器 備 品 8２,088,4２5 8７,0３0,4３5 △�4,94２,010
　　図 書 4,７99,818,0７8 4,７３３,46３,958 66,３54,1２0
　　そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 1,4７5,515 1,844,３91 △�３68,8７6
　そ の 他 の 固 定 資 産 ２9,146,8３３,２41 ２5,２２1,194,２59 ３,9２5,6３8,98２
流 動 資 産 1７,4３5,３4７,091 19,７３３,8２1,３9２ △�２,２98,4７4,３01
　　現 金 預 金 16,７66,２15,２6７ 1７,859,451,8２２ △�1,09３,２３6,555
　　そ の 他 の 流 動 資 産 669,1３1,8２4 1,8７4,３69,5７0 △�1,２05,２３７,７46
資  産  の  部  合  計 8３,456,992,506 82,252,894,227 1,204,098,279

負 債 の 部
科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

固 定 負 債 5,145,３9２,50２ 5,46２,9２8,6２6 △�３1７,5３6,1２4
　　長 期 借 入 金 ２,45２,７３5,000 ２,７5２,７0７,000 △�２99,9７２,000
　　そ の 他 の 固 定 負 債 ２,69２,65７,50２ ２,７10,２２1,6２6 △�1７,564,1２4
流 動 負 債 ２,55２,２３1,810 ２,48７,6２5,２0７ 64,606,60３
　　返済期限が１年以内の長期借入金 ２99,9７２,000 ３49,9７２,000 △�50,000,000
　　そ の 他 の 流 動 負 債 ２,２5２,２59,810 ２,1３７,65３,２0７ 14,606,60３
負  債  の  部  合  計 7,697,624,３12 7,950,55３,8３３ △ 252,929,521
基 本 金 の 部

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
　　第 １ 号 基 本 金 65,61７,966,1７5 65,３0３,540,３9７ ３14,4２5,７７8
　　第 ２ 号 基 本 金 ２,5２３,80３,000 ２,２２３,80３,000 ３00,000,000

　　第 ３ 号 基 本 金 1,500,000,000 1,400,000,000 100,000,000

　　第 ４ 号 基 本 金 ７７７,000,000 ７７７,000,000 0
基 本 金 の 部 合 計 ７0,418,７69,1７5 69,７04,３4３,３9７ ７14,4２5,７７8
消費収支差額の部

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
　　翌年度繰越消費収入超過額 5,３40,599,019 4,59７,996,99７ ７4２,60２,0２２
消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 5,３40,599,019 4,597,996,997 742,602,022

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減
負債の部,基本金の部及び消費収支差額の部合計 8３,456,992,506 82,252,894,227 1,204,098,279

貸借対照表は、当該会計年度末の財政状態を表示するものである。
基本金は、学校法人が永続的維持に必要な資産を継続的に保持する為に、維持すべきものとして帰属収入のうちから組入れた金額
である。
第１号基本金は、固定資産の整備充実に要した金額である。
第２号基本金は、固定資産を将来取得するために組入れた金額である。
第３号基本金は、基金として保持し、運用するために組入れた金額である。
第４号基本金は、恒常的に保持する資金として組入れた金額である。

３．貸借対照表
平成27年３月31日現在

（単位：円）

※３1ページに円グラフを掲載
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●消費収支計算書

●貸借対照表

《帰属収入の構成》

《資産の構成》

《帰属収入に対する消費支出の構成》

《負債・基本金・繰越消費収支差額の構成》

学生生徒等納付金
6,706
57.0%

手数料
88
0.8%

寄付金
113
1.0%

補助金
1,260
10.7%

資産運用収入
608
5.2%

事業収入
2,097
17.8%

資産売却差額
445
3.8%

雑収入
439
3.7%

11,756
（百万円）

11,756
（百万円）

教育研究経費
3,356
28.5%

消費収支差額
743
6.3%

基本金組入額
714
6.1%

徴収不能引当金
繰入額等
1
0%
資産処分差額
35
0.3%
借入金等利息
9
0.1%

管理経費
788
6.7%

人件費
6,110
52.0%

83,457
（百万円）

有形固定資産
36,875
44.2%

その他の固定資産
29,147
34.9%

流動資産
17,435
20.9%

83,457
（百万円）

基本金
70,419
84.4%

流動負債
2,552
3.1%

固定負債
5,145
6.2%

繰越消費収支差額
5,341
6.4%
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� 平成27年３月31日現在

� （単位：円）
Ⅰ　資 産 総 額� 83,456,992,506
　　　内　基 本 財 産� 47,683,858,169
　　　　　運 用 財 産� 35,773,134,337
Ⅱ　負 債 総 額� 7,697,624,312
Ⅲ　正 味 財 産� 75,759,368,194
� 　
　　１　資　　　　　産�
　　　⑴　基 本 財 産�
　　　　　　土　　　　　　　地� 　　135,035.92㎡　　　　　13,467,383,079
　　　　　　建　　　　　　　物� 　　114,000.26㎡　　　　　16,203,914,951
　　　　　　構　　　築　　　物　� 　209件　　　　　　666,608,068
　　　　　　図　　　　　　　書　� 　830,680冊　 　　　　4,799,818,078
　　　　　　教具・校具・備品　� 　24,361点　　　　　　1,737,087,998
　　　　　　そ 　 　 の 　 　 他� 10,809,045,995
　　　　　基 本 財 産 計� 47,683,858,169
　　　⑵　運 用 財 産�
　　　　　　預 金 ・ 現 金　� 16,766,215,267
　　　　　　そ 　 　 の 　 　 他� 19,006,919,070
　　　　　運 用 財 産 計� 35,773,134,337
　　　　　資 産 合 計� 83,456,992,506
　　2　負　　　　　債�
　　　⑴　固 定 負 債�
　　　　　　長 期 借 入 金� 2,452,735,000
　　　　　　そ 　 　 の 　 　 他� 2,692,657,502
　　　　　固 定 負 債 計� 5,145,392,502
　　　⑵　流 動 負 債�
　　　　　　短 期 借 入 金� 299,972,000
　　　　　　そ 　 　 の 　 　 他� 2,252,259,810
　　　　　流 動 負 債 計� 2,552,231,810
　　　　　負 債 合 計� 7,697,624,312
　　3　借　用　財　産�
　　　⑴　校　　　　　　　　地　� 　71,246.55㎡　　　　　　―――――�

４．財産目録
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独立監査人の監査報告書（写）
� 平成２７年５月２5日
学校法人　総　持　学　園
　　　　　理　事　会　御　中
�　　　　　　　　　　　　　 新日本有限責任監査法人

� 指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　吉　川　高　史　　㊞

� 指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　濱　口　慎　介　　㊞

� 指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　田　中　友　康　　㊞

　当監査法人は、私立学校振興助成法第14条第３項の規定に基づく監査報告を行うため、昭和51年７月1３日付け文
部省告示第1３5号に基づき、学校法人総持学園の平成２6年度（平成２6年４月１日から平成２７年３月３1日まで）の計
算書類、すなわち、資金収支計算書（人件費支出内訳表を含む。）、消費収支計算書、貸借対照表（固定資産明細表、
借入金明細表及び基本金明細表を含む。）、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
計算書類に対する理事者の責任�
　理事者の責任は、学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）に準拠して計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類を作成し適正に表示するために理事者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、理事者が採用した会計方針及びその適用方法並びに理事者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見�
　当監査法人は、上記の計算書類が、学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）に準拠して、学校法人総持学
園の平成２７年３月３1日をもって終了する会計年度の経営の状況及び同日現在の財政状態をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
その他の事項
　学校法人の平成２6年３月３1日をもって終了した前年度の計算書類は、前任監査人によって監査されている。前任
監査人は、当該計算書類に対して平成２6年５月３0日付けで無限定適正意見を表明している。
利害関係
　学校法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
� 以　上

監　査　報　告　書（写）
平成27年５月19日

学校法人　総　持　学　園
　　　　　理　事　会　御　中
　　　　　評�議�員�会　御　中
� 監　事　　山　田　幸太郎　　㊞
� 監　事　　中　根　正　賢　　㊞

　私たちは、私立学校法第37条第３項及び学校法人総持学園寄附行為第７条第２項に基づき同学園の平成26年度（平
成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の学校法人の業務及び財産の状況について監査を行い、以下のとおり
報告いたします。
１．監査方法の概要
　私たちは、理事会その他重要な会議に出席するほか、理事等から業務の執行状況並びに報告を聴取し、重要な決
裁書類等を閲覧し、設置されている学校において業務及び財産の状況を監査しました。また、会計監査人である新
日本有限責任監査法人から監査の報告及び説明を受け、計算書類等につきましては、事業報告書、資金収支計算書
（人件費支出内訳表を含む。）、消費収支計算書、貸借対照表（固定資産明細表、借入金明細表及び基本明細表を含む。）
及び財産目録について検討を加え、監査を行いました。
２．監査の結果
　（１）�会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、事業報告書、資金収支計算書（人件費支出内訳表を含む。）、

消費収支計算書、貸借対照表（固定資産明細表、借入金明細表及び基本金明細表を含む。）及び財産目録
の記載と合致し、適法かつ正確に法人の収支状況及び財政状況を示していると認めます。

　（２）�学校法人の業務及び財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実は認められま
せん。

� 以　上

tsurumi
長方形



年度 法人全体 文 学 部 歯 学 部 病 院 短 大 部 高 中 校 幼 稚 園

24 52.0 50.2 53.4 52.0 47.2 62.9 42.5

26 52.0 56.1 50.5 49.0 48.6 66.7 41.9

24 94.2 74.7 77.7 59.7 68.3 100.9 67.9

学生生徒等納付金

(病院は事業収入）
26 91.1 78.8 73.0 52.4 64.3 114.8 70.6

24 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.8 0.0

26 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0

24 29.9 23.8 30.1 40.2 24.8 32.9 17.1

26 28.5 24.5 24.6 43.5 25.9 33.1 24.3

24 5.6 5.7 4.1 5.3 6.0 4.5 5.3

26 6.7 7.2 5.3 5.1 8.1 5.3 5.3

24 13.1 13.9 11.3 6.2 15.5 32.5 24.3

26 10.7 10.0 10.9 3.6 7.7 29.8 20.9

24 △ 6.3 △ 8.9 △ 6.4 △ 3.4 △ 9.9 △ 0.1 △ 7.1

26 △ 6.1 △ 5.1 △ 2.8 △ 7.0 △ 13.5 △ 13.3 △ 1.8

消 費 支 出 比 率
24 88.3 81.2 88.7 97.5 78.8 101.1 64.9

(低い方がよい )↓
26 87.6 88.4 80.8 97.6 82.8 105.7 71.5

24 94.2 89.1 94.8 101.0 87.4 101.2 69.8

26 93.3 93.1 83.1 104.9 95.8 121.9 72.9

(注)法人全体には、法人本部･学生寮を含む

消 費 収 支 比 率

(低い方がよい）↓

消 費 支 出

消 費 収 入

×100 25 93.0

99.6

△ 10.8 △ 5.7

98.7

154.590.6 86.1 88.4

△ 36.1△ 4.1

105.6104.2

84.4

消 費 支 出

△ 9.3

78.9×100

帰 属 収 入

83.2 76.6

△ 11.0

25 99.9

補 助 金

帰 属 収 入

28.8

×100

14.6

管 理 経 費

6.消費収支決算財務比率の推移

公 式

人 件 費

人 件 費 依 存 率

25

区 分

×100

帰 属 収 入

借入金等利息比率

(低い方がよい )↓

(低い方がよい )↓

教育研究経費比率

(高い方がよい )↑

(低い方がよい )↓

管 理 経 費 比 率

基 本 金 組 入 率

補 助 金 比 率

(高い方がよい )↑

帰 属 収 入

帰 属 収 入

(高い方がよい )↑

(帰属収支差額比率）

25

25×100

×100

帰 属 収 入

基 本 金 組 入 額

41.6

42.029.3

68.5

×100

×100

借 入 金 等 利 息

人 件 費

帰 属 収 入

0.0

23.8

×100 25

25

92.0

47.2

△ 8.2

80.2

51.3

77.1

5.316.2

4.33.86.0 3.9

36.6

0.0

5.7 4.2

(単位：％)

0.1 0.5 0.0

43.262.543.3

125.6

0.0

68.859.9

(低い方がよい )↓

人 件 費 比 率

32.68.4

25

25

32.2

0.1

52.5

5.3

13.2

30.7

教 育 研 究 経 費

53.6



24 年 度 25 年 度 26 年 度

(注)

1. 上記（  ）は私学事業団「今日の私学財政」の数値である。

2. 「自己資金」＝基本金+消費収支差額　　　「総負債」＝固定負債+流動負債

3. 各比率について

( 高 い 方 が よ い ) ↑

総 資 産

総 負 債 比 率 総 負 債

( 低 い 方 が よ い ) ↓

④ 「 総 負 債 比 率 」 は 、 負 債 総 額 に 対 す る 支 払 能 力 を 判 断 す る も の で あ る 。 こ の 比 率 が 50 ％ を

① 「 固 定 比 率 」 は 、 固 定 資 産 が 外 部 資 金 に よ ら ず 、 ど の 程 度 自 己 資 金 で 取 得 さ れ て い る か を

( 低 い 方 が よ い ) ↓

見 よ う と す る も の で あ る 。 こ の 比 率 が 100 ％ 以 上 の と き は 、 固 定 長 期 適 合 率 を 確 認 す る 必

負 債 比 率

(14.7)

総 負 債 12.1 10.2

(17.2)

9.7

(17.0)

(91.1) (91.2)

(14.5)

×100

9.210.8

　ている場合には、資金繰りに窮しているとみてよい。

　+基本金+消費収支差額>）と相互に関連した比率である。

　要がある。

② 「 固 定 長 期 適 合 率 」 は 、 固 定 資 産 取 得 の た め の 資 金 源 泉 の 一 部 を 外 部 資 金 に よ る と し て

⑤ 「 負 債 比 率 」 は 、 外 部 資 金 が 自 己 資 金 （ 基 本 金 + 消 費 収 支 差 額 ） を 上 回 っ て い な い か ど う か

　以上のときは、財政の安定性に欠け、長期的にみて不安があることを示している。

③ 「 流 動 比 率 」 は 、 現 金 預 金 又 は 一 年 以 内 に 現 金 化 が 可 能 な 流 動 資 産 が ど の 程 度 用 意 さ れ

て い る か と い う 短 期 的 な 支 払 能 力 を 判 断 す る も の で あ る 。 こ の 比 率 が 100 ％ を 大 幅 に 割 っ

み る も の で あ る 。 こ の 比 率 は 、 総 負 債 比 率 、 自 己 資 金 構 成 比 率 （ 自 己 資 金 ÷ 総 資 金 < 負 債

も 、 長 期 資 金 な ら ば 財 政 上 危 険 性 は 高 く な い と の 考 え に よ る も の で あ る 。 こ の 比 率 が 100 ％

超 え る と 負 債 総 額 が 自 己 資 金 （ 基 本 金 + 消 費 収 支 差 額 ） を 上 回 る こ と に な り 、 100 ％ を 超 え

　ると負債総額が資産総額を上回る状態、いわゆる債務超過となる。

自 己 資 金

×100

10.7

7.貸借対照表財務比率の推移

87.173.1

(単位：％)

(100.5)

84.1

項 目

①

算 式

(100.5)

×100

④

自己資金+固定負債

固 定 比 率

固 定 長 期 適 合 率

固 定 資 産

自 己 資 金

( 低 い 方 が よ い ) ↓

②

( 低 い 方 が よ い ) ↓

⑤

流 動 負 債

③ 流 動 比 率 流 動 資 産

67.6固 定 資 産 78.4 81.6

1,000.3

(242.8) (243.4)

×100

683.1793.3

×100



【参考】計 算 書 類 に つ い て 
 

私立学校振興助成法第１４条第１項に規定する学校法人（補助金の交付を受け

る学校法人）は、文部科学大臣の定める「学校法人会計基準＜昭和46年4月1日､制定＞」

に従い、会計処理を行い、財務計算に関する書類（計算書類）を作成し、また、

私立学校法第３３条の２及び第４７条により財産目録を作成しなければならない。 

  計算書類   ①  資金収支計算書及びこれに附属する内訳表 

        ②  消費収支計算書及びこれに附属する内訳表 

        ③  貸借対照表及びこれに附属する明細表 

        ④ 財産目録 

 

①   資金収支計算書（学校法人会計基準第6条～14条に規定） 

 

学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並び

に支払資金の収入及び支出のてん末を明らかにするものである。なお、支払資金

とは、「現金やいつでも引き出すことのできる預貯金」のことをいう。 

従って、特定の収入・支出について別会計で経理するなどの理由で資金収支計

算から除外することはできない。 

ただし、私立学校法上の収益事業（１２種類）に係る計算書類は、私立学校法

第２６条第３項の規定により学校会計から区分して、企業会計の原則に従って作

成することとなっている。 

資金収支計算書からは、「どのような収入で、どのような支出が賄われたのか」

という総体的な資金繰りの状況がわかるようになっている。 

       

②   消費収支計算書（学校法人会計基準第15条～24条に規定） 

 

学校法人が永続的に機能を果たしていくためには、純資産の消費と補充との間

に均衡がとれていなければならない。この均衡の状態をみるためのものであり、

一定期間（一年間）の経営の状況を表示するものである。 

 この消費収支計算書は、企業会計の「損益計算書」に類するものである。 

⑴帰属収入……学校法人の負債とならない収入で、純資産の増加となるもの（納

付金、寄附金、補助金等）。 

 

⑵消費収入……帰属収入のうちから、基本金への組入額を控除（帰属収入－基本

金組入額＝消費収入）したもので、消費支出に充当しうる収入額。 

       なお、基本金については「別記」を参照。 

⑶消費支出……学校法人が消費する資産または用役の金額（人件費、教育研究経

費＜減価償却額を含む＞、管理経費＜減価償却額を含む＞等）。 



 

③   貸借対照表（学校法人会計基準第25条～35条に規定） 

 

学校法人の当該会計年度末の財政の状態を表示するものである。 

 

「別記」   基  本  金（学校法人会計基準第29条～31条に規定） 

 

学校運営のために必要な資産のうち継続的に保持していかなければならない資

産を観念的な金額（従って、基本金という「お金」が存在するわけではない。）と

してとらえたもの。 

 

第１号基本金 

◎  学校の規模の拡大や教育の充実向上のため取得した固定資産の価額。     

     （対象資産例）土地、建物、教育研究用機器備品、図書等 

 

第２号基本金 

  ◎  将来取得する固定資産の取得に充てる金銭、その他の資産の額で、一般的

には「先行組入」とよばれている。 

     （対象資産例）校地拡張、校舎新築等引当特定資産等 

 

第３号基本金 

  ◎  基金として継続的に保持し、運用する金銭、その他の資産の額。 

     （対象資産例）奨学基金、国際交流基金等 

 

第４号基本金 

  ◎  恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定める額。 

      文部科学大臣の定める額は、前年度決算の消費支出額の人件費（退職金等

を除く。）、教育研究経費（減価償却額を除く。）、管理経費（減価償却額を

除く。）、借入金等利息の合計を１２で除した額である。 

 

④   財産目録（私立学校法第33条の2及び第47条に規定） 

 

 学校法人は、設立の時に財産目録を作成し、常にこれをその主たる事務所に備

え置かなければならない。 

 資産の総額の変更登記は、毎会計年度終了後2月以内に行わなければならない。 
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